
【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,235,471,657   固定負債 67,520,872

    有形固定資産 1,020,665,850     地方債 -

      事業用資産 921,971,015     長期未払金 -

        土地 690,768,317     退職手当引当金 67,520,872

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 1,928,263,010     その他 -

        建物減価償却累計額 -1,701,216,497   流動負債 3,818,091

        工作物 36,303,288     １年内償還予定地方債 -

        工作物減価償却累計額 -36,303,286     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 3,603,557

        航空機 -     預り金 214,534

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 29,659,983 負債合計 71,338,963

        その他減価償却累計額 -28,402,300 【純資産の部】

        建設仮勘定 2,898,500   固定資産等形成分 1,270,112,364

      インフラ資産 11,480,001   余剰分（不足分） -40,367,710

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 81,748,888

        工作物減価償却累計額 -70,268,887

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,557,224,878

      物品減価償却累計額 -2,470,010,044

    無形固定資産 3,836,800

      ソフトウェア 3,836,800

      その他 -

    投資その他の資産 210,969,007

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 210,969,007

        減債基金 -

        その他 210,969,007

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 65,611,960

    現金預金 30,971,253

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 34,640,707

      財政調整基金 34,640,707

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 1,229,744,654

資産合計 1,301,083,617 負債及び純資産合計 1,301,083,617

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    その他 1,005,897

純行政コスト 294,502,531

    その他 -

  臨時利益 1,005,897

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 295,508,428

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 78,047

    使用料及び手数料 -

    その他 78,047

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 136,700

        その他 170,353

    移転費用 4,450,440

      補助金等 4,313,740

      その他の業務費用 170,353

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 -

        減価償却費 33,899,923

        その他 -

        その他 4,006,948

      物件費等 236,296,617

        物件費 202,396,694

        職員給与費 47,058,560

        賞与等引当金繰入額 3,603,557

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 295,586,475

    業務費用 291,136,035

      人件費 54,669,065

行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 1,244,247,185 1,293,064,787 -48,817,602

  純行政コスト（△） -294,502,531 -294,502,531

  財源 280,000,000 280,000,000

    税収等 280,000,000 280,000,000

    国県等補助金 - -

  本年度差額 -14,502,531 -14,502,531

  固定資産等の変動（内部変動） -22,952,423 22,952,423

    有形固定資産等の増加 11,478,500 -11,478,500

    有形固定資産等の減少 -33,899,923 33,899,923

    貸付金・基金等の増加 11,735,000 -11,735,000

    貸付金・基金等の減少 -12,266,000 12,266,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -14,502,531 -22,952,423 8,449,892

本年度末純資産残高 1,229,744,654 1,270,112,364 -40,367,710

純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 224,881

本年度歳計外現金増減額 -10,347

本年度末歳計外現金残高 214,534

本年度末現金預金残高 30,971,253

    その他の収入 -

財務活動収支 -

本年度資金収支額 7,287,552

前年度末資金残高 23,469,167

本年度末資金残高 30,756,719

  財務活動支出 -

    地方債償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -10,947,500

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 12,266,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 12,266,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 23,213,500

    公共施設等整備費支出 11,478,500

    基金積立金支出 11,735,000

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 18,235,052

  業務収入 280,078,047

    税収等収入 280,000,000

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 -

    その他の収入 78,047

    移転費用支出 4,450,440

      補助金等支出 4,313,740

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 136,700

    業務費用支出 257,392,555

      人件費支出 54,825,508

      物件費等支出 202,396,694

      支払利息支出 -

      その他の支出 170,353

資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 261,842,995
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【財務書類における注記】 
 
 
１．重要な会計方針 
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 
   開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明

なものは原則として再調達原価としております。 
   また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしており

ます。 
 
（２）有形固定資産等の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  
    定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
建物（管理棟）   50 年  
建物（処理棟）   38 年 
建物（車庫等）   31 年 
工作物       10 年～50 年 
機械設備       5 年～20 年 
その他の財産    20 年～30 年 
物品         3 年～10 年 

  ② 無形固定資産 
    定額法を採用しております。 
 
（３）引当金の計上基準及び算定方法 
  ① 賞与等引当金 
    翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
  ② 退職手当引当金 
    期末自己都合要支給額に、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に

対し退職手当として支給された額の総額を控除した額を加算して計上しています。 
 
（４）資金収支計算書における資金の範囲 
   現金（手許現金及び要求払預金） 
   なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでい

ます。 



2 
 

（５）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
 ① 消費税等の会計処理 
   税込方式によっております。  
 ② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の

場合に資産として計上しています。 
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。  

 
 
２．重要な会計方針の変更等 
   該当なし。 
 
３．重要な後発事象  
   該当なし。 
 
４．偶発債務 
   該当なし。 
 
５．追加情報 
（１）対象範囲（対象とする会計）  
   一般会計 
 
（２）出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）ですが、出納整理期間中の現

金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方

自治法 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5 月 31 日をもって閉鎖

する。」） 
 
（３）表示単位未満の金額は四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があり

ます。 
 
（４）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 
    売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共

資産としています。 
    今年度は、該当する資産はありません。 


